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は じ め に

近年、経済社会のグローバル化や少子・高齢化等の一層の進展、多様化す

るニーズやＩｏＴ等の技術革新など、農業を取り巻く情勢は急速に変化しつ

つあります。

県では、これらの情勢の変化を踏まえつつ、持続可能な農林水産業の実現

に向け、おきなわブランドの確立や生産供給体制の強化、担い手の育成・確

保など各種施策を展開しております。

『農業関係統計』は、沖縄農業に関する基本的な統計情報を県及び圏域・

市町村別統計として編集したものであり、沖縄農業の基本構造の実態や変遷

を把握すること、農業や農村の動きを的確にとらえることを目的として作成

しております。

作成に当たっては、可能な限り最新の統計情報を掲載するとともに、国や

県、並びに関係機関の業務資料等を補完することにより、農業の総合的な統

計書としての利便性の向上に努め、各種施策・事業の推進に役立つよう工夫

を凝らしております。

本冊子が、沖縄農業の振興のために、関係各方面で幅広く御活用いただけ

れば幸いに存じます。

最後になりますが、本冊子の作成に当たり御協力いただいた内閣府沖縄総

合事務局農林水産部を始め、関係各位に対し深く感謝の意を表しますととも

に、今後ともより一層の御指導及び御教示をよろしくお願い申し上げます。

令和４年３月

沖縄県農林水産部長

崎原 盛光
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利用者のために

１ 本書は、農林水産省「農林業センサス」及び内閣府沖縄総合事務局農林水産部の

実施した各種調査の結果を中心に収録し、その他の省庁、各種団体及び県の統計資

料を加えて編集しました。

２ 本書の構成は、県計統計表、圏域・市町村別統計表の２部からなり、県計統計表

では、全国の統計を併せて掲載するよう努めました。

３ 本書に収録した統計資料の出所は、機関名 「調査名」又は『資料名』を脚注に、

掲げました。

４ 「農林業センサス」は、10年ごとに実施される世界農林業センサスとその中間年

ごとに実施される農業センサスからなります 「2005年農林業センサス」からは、。

これまで10年周期で実施してきた林業センサスを農業センサスと統合し、農林業セ

ンサスとして５年周期で実施することとなりました。また今回の「2020年農林業セ

ンサス」により、農業が15回目、林業が９回目の調査となります。

沖縄県における農林業センサスは次のとおり実施されており、令和２年２月に実

施された今回のセンサスは13回目にあたります。第３回目までは琉球政府が独自で

行い、第４回目以降は復帰に伴い全国一斉に行われています。

第１回目 1950年世界農業センサス（昭和26年２月実施）

第２回目 1965年農業センサス（昭和39年４月実施）

第３回目 1970年世界農林業センサス（昭和46年10月実施）

第４回目 1975年農業センサス（昭和49年12月実施）

第５回目 1980年世界農林業センサス（昭和54年12月実施）

第６回目 1985年農業センサス（昭和59年12月実施）

第７回目 1990年世界農林業センサス（平成元年12月実施）

第８回目 1995年農業センサス（平成６年12月実施）

第９回目 2000年世界農林業センサス（平成11年12月実施）

第10回目 2005年農林業センサス（平成16年12月実施）

第11回目 2010年世界農林業センサス（平成22年２月実施）

第12回目 2015年農林業センサス（平成27年２月実施）

第13回目 2020年農林業センサス（令和２年２月実施）

－利用者のために－
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－利用者のために－

５ 2005年農林業センサスより、近年の農林業情勢の変化に対応し、多様化した農林

業の構造等を的確に把握するため、調査体系、調査対象の概念・定義、調査内容等

について抜本的な見直しが行われています。このため、一部の調査項目において20

00年世界農林業センサスまでの結果と直接比較ができないものがありますので、デ

ータの利用に当たっては十分注意してください。

（１）農林業経営を的確に把握するために、これまでの世帯（農家及び林家）に着

目した調査から経営に着目した調査体系に改められました。

（２）法人化、集落営農等を含む農業経営の組織化の動きを的確に捉えるため、個

人・組織・法人等多様な担い手を一元的かつ横断的に捉える調査体系に変更さ

れました。

（３）地域における農林業の実態を総合的に捉えるため、農業及び林業に関する６

つの調査を統合し「農林業経営体調査」として一本化されました。

６ 2020年農林業センサスより、調査対象の属性区分や調査項目の見直しがあります。そ

のため、一部の調査項目において2015年農林業センサスまでの結果と直接比較ができな

いものがありますので、データの利用に当たっては十分注意してください。

（１）2005 年農林業センサスで農業経営体の概念を導入し、2015 年調査までは、

家族経営体と組織経営体に区分していましたが、2020 年調査では、法人化して

いる家族経営体と組織経営体を統合、非法人の組織経営体と併せて団体経営体

とし、非法人の家族経営体を個人経営体としています。

林 業 サ ー ビ ス 事 業 体 調 査

経営という視点で一元的に把握

【2005年農林業センサス以降】

林業事業体
調 査

農 家 以 外 の 農 業 事 業 体 調 査

林 家 調 査

林 家 以 外 の 林 業 事 業 体 調 査

農林業経営体調査

農業事業体
調 査

【2000年世界農林業センサス】

農林業の経営組織別に別個の調査として把握

農 業 サ ー ビ ス 事 業 体 調 査

農 家 調 査

統合
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（２）これまで、農業就業人口の区分に利用されていた項目（自営農業とその他の

仕事の従事日数の多少）が削減されました。

（３）これまで専兼業別の分類に利用されていた項目（世帯員の中で過去１年間に

自営農業以外の仕事に従事した者の有無）が削減されました。

（４）田、畑、樹園地の耕作放棄地面積に関する項目が削除されました。

７ 統計数値は、原則として暦年又は年度で表示してありますが、これによらない場

合は、各表又は後述の資料・用語の解説の項に記載します。

８ 統計数値の中には、四捨五入の関係で、計と内訳が一致しない場合があります。

９ 統計表中に使った符号は次のとおりです。

「 － 」･･･････ 調査は行ったが、事実のないもの

「 ･･･ 」･･･････ 事実不詳又は調査を欠くもの

「 ０ 」･･･････ 表示単位に満たないもの

「 △ 」･･･････ 負数又は減少したもの

「 ｘ 」･･･････ 秘密保護上数値を公表しないもの

10 本書における市町村名は、各参考資料、参照年に基づき掲載されていますので注意し

てください。市町村の合併については以下の表を参照してください。

合併日 新市町村名

平成14年4月1日 仲里村、具志川村 久米島町

平成17年4月1日 石川市、具志川市、与那城町、勝連町 うるま市

平成17年10月1日 平良市、城辺町、下地町、上野村、伊良部町 宮古島市

平成18年1月1日 東風平町、具志頭村 八重瀬町

平成18年1月1日 玉城村、知念村、佐敷町、大里村 南城市

旧市町村名

組織経営体

家族経営体

法人

非法人

法人

非法人

農
業
経
営
体
（
２
０
２
０
年
農
林
業
セ
ン
サ
ス
）非法人

法人

非法人

団体経営体

個人経営体
・主業経営体
・準主業経営体
・副業的経営体

農
業
経
営
体
（
２
０
１
５
年
農
林
業
セ
ン
サ
ス
）

法人

－利用者のために－
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資料の解説

Ⅰ 県計統計表

１ 気 象

那覇の気温、湿度、降水量、日照時間、並びに沖縄本島への台風の接近数を、沖縄気

象台の資料を基に掲載しました。

２ 県土・土地利用

国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」を基に、市町村別面積を掲

載しました。また、主な島しょ別面積を沖縄県企画部『離島関係資料』を基に掲載しま

した。利用区分別県土利用の状況については、沖縄県企画部資料によります。

３ 人口総数及び世帯数

総務省「国勢調査 （各年10月１日現在）を基に、総世帯数及び総人口を掲載し、農」

家数及び農家人口を併記しました 「国勢調査」以外の年は、総務省及び沖縄県による。

「推計人口 （各年10月１日現在）によります。」

４ 所 得

沖縄県企画部「県民経済計算（県民所得統計 」及び総務省「国民経済計算」に基づ）

き、県内（国内）総生産、県民（国民）所得を掲載しました。

なお、平成18年度まで遡及して推計しています。

５ 労働力

沖縄県企画部及び総務省統計局による「労働力調査」に基づき、産業別就業者数を掲

載しました。

６ 家 計

沖縄県企画部及び総務省統計局「家計調査」に基づき、勤労者世帯（二人以上世帯）

の所得、家計費等を掲載しました。また 『沖縄農林水産統計年報』に基づき販売農家、

１戸当たりの所得、家計費等を掲載しました。

７ 耕 地

農林水産省「耕地面積調査」に基づき、種類別耕地面積、拡張・かい廃面積、耕地利

用率等を掲載しました。

本調査は、対地標本実測調査により実施されています。

対地標本実測調査は、都道府県をいくつかの地域に区分し、その中から、標本単位区

を抽出し、抽出した標本単位区の全筆（全区画）について、事前に台帳に整理した筆別

（区画別）の面積を基準に調査対象項目の面積（田畑別の耕地面積等）を見積り、それ

－資料・用語の解説－
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－資料・用語の解説－

を基に都道府県全体の面積が推計されています。

耕地の拡張及びかい廃面積は、巡回・見積り、資料及び空中写真等の利用により実施

されています。

なお 「耕地面積調査」の調査時点は、平成13年までは８月１日現在でしたが、平成、

14年以降は７月15日現在となっています。

８ 農業経営体

農林水産省「農林業センサス」に基づき、農林業経営体数及び組織形態別経営体数を

掲載しました。また、農業経営体のうち個人経営体における経営耕地面積規模別経営体

数、農産物販売金額規模別経営体数及び農業経営組織別経営体数を掲載しました。

本項目は 「農林業センサス」が、農林業経営を的確に把握するために、これまでの、

世帯に着目した調査から経営に着目した調査体系に改められたことに伴い追加した新規

項目です。

９ 個人経営体

農林水産省「農林業センサス」に基づき、 における農家数、世帯員数、個人経営体

農業従事者数、農業就業人口及び基幹的農業従事者数を掲載しました。

利用に際して、平成27年以前の数値は販売農家の値であること、昭和60年値は新定義

への組み替え値であること、また、個々の数値は四捨五入されているため積み上げ値は

合計又は総数に一致しない場合があることに注意が必要です。

なお、2020年農林業センサスの調査対象属性区分の変更に伴い、上記の各統計データ

の対象が、これまでの販売農家から個人経営体へ変更されております。このため、平成

27年までの販売農家に関する統計は、参考として別表で掲載しました。

10 農 家

農林水産省「農林業センサス」の結果に基づき農家数、農家の経営耕地面積及び耕作

放棄地面積を掲載しました。

調査対象農家の経営耕地面積の下限基準は、東日本10アール以上、西日本５アール以

上となっていましたが、1990年センサス以降、10アール以上に統一されました。また、

経営耕地面積が10アール未満であっても、調査期日前１年間における農産物販売金額が

15万円以上あった世帯も農家に含まれます。

1990年センサスから、調査農家が、商品生産を主たる目的として農業を営む「販売農

家」と、飯米自給等を主たる目的としている「自給的農家」に区分されました。

11 農業経営

農林水産省「農業経営統計調査」の結果によります。調査期間は、各年１月から12月

までの１年間です。

本調査は、販売農家を対象に、組織経営を含め農業経営の実態を一体的かつきめ細か

く明らかにする観点から、法人、集落営農などの組織経営に関する調査の充実を行いつ

、 、つ 農業経営関連諸施策等の見直し・再編に的確に対応した調査体系及び調査内容とし
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平成16年から現行体系による調査が実施されています。

また、本統計は、令和元年調査から、①法人化の動きが進展する農業経営の実態を的

確に把握するため調査対象区分（農業経営体の区分）の見直し、②報告者負担の軽減及

び調査の効率化の観点から青色申告決算書等の税務申告資料を転記する調査票に変更す

る等の見直しを行っていること、また、沖縄計の数値については、目標精度の設定を可

能とする調査対象数を確保していないことを踏まえ、平成30年までの統計を掲載してい

ます。

なお、主な経営収支の計上範囲は、以下のとおりとなっています。

（１）農業粗収益

農業粗収益には、農業経営の成果である農産物等の販売収入、現物外部取引額、農

業生産現物家計消費額、農作業受託収入等が計上されています。

なお、経営安定対策等の補てん金助成金については農業雑収入に、販売価格の一部

として交付される助成金等については当該農産物の販売収入として、それぞれ計上さ

れています。

（２）農業経営費

農業経営費には、農業粗収益をあげるために要した資材や料金の一切の費用が計上

されています。

－資料・用語の解説－
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（３）農業生産関連事業収支

農業生産関連事業の収支には、農業経営関与者が経営権を持っている事業の収支が

計上されています。

、「 」 、 、 、なお 農業生産関連事業 とは 農業経営関与者が経営する農産加工 農家民宿

農家レストラン、観光農園、市民農園等の農業に関連する事業であって、①従事者が

いること、②当該経営体で生産した農作物を使用していること、③当該経営体が所有

又は借り入れている耕地もしくは農業施設を利用していること、のいずれかに該当す

るものとされています。

ただし、これらの事業を行っていても、農業経営とは別に法人化等により独立して

経営する事業は、農業生産関連事業とはせず、農外事業とされています。

（４）農外収入

農外収入には、農業経営関与者が経営権を持っている農業及び農業生産関連事業以

外の事業の収入、農業経営関与者が他の経営に雇用されて受け取る給料・俸給等のほ

か、農業経営関与者が受け取る歳費・手当、配当利子等、貸付地の小作ならびに地代

収入等が計上されています。

（５）農外支出

農外支出には、上記（４）の事業に係る支出及び負債利子が計上されています。

（６）年金等の収入

農業経営関与者が受け取る年金及び各種社会保障制度による給付金、退職金、各種

祝い金及び見舞金が計上されています。

（７）租税公課諸負担

農業経営関与者の農業経営以外の経営負担分が計上されています。

（８）推計家計費

推計家計費は以下により算出されています。

推計家計費＝｛都道府県庁所在市別1人当たり年平均の消費支出（注 ｝）

×｛家計費推計世帯員数｝＋｛生産現物家計消費額｝

＋｛減価償却費(家計負担分)｝

（注）調査年の「家計調査 （総務省）の結果のうち 「２人以上の世帯で農林漁」 、

家世帯を含む全世帯」の結果が用いられています。なお 「家計調査」の消費、

支出には、営農類型別経営統計で農外支出としている通勤定期代、固定資産購

入としている自動車購入費（10万円以上）及び公課諸負担としている自賠責保

険掛け金（家計以外）が含まれること、調査対象経営体との水準が明らかに異

なる家賃地代がそのまま含まれることなどに留意する必要があります。

－資料・用語の解説－
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12 農作物

園芸作物、工芸農作物、普通作物及び飼料作物について、作付面積（栽培面積・結果

樹面積・収穫面積 、収穫量及び出荷量等を掲載しました。）

（１）さとうきび

農林水産省「甘味資源作物調査」の結果及び沖縄県農林水産部『さとうきび及び甘

しゃ糖生産実績』に基づき、収穫面積、10アール当たり収量、収穫量及び農家数を掲

載しました。

さとうきびの年産区分は、収穫期間が２年にまたがるため、収穫を開始した年とし

ています。また、さとうきびの作型には、夏植え・春植え・株出しがあり、次のよう

に区分しています。

（ア）夏植とは、前年夏（７月から９月頃）に植え付けて、当年12月から翌年４月頃

までに収穫されたものをいいます。

（イ）春植とは、当年春（２月から４月頃）に植え付けて、当年12月から翌年４月頃

までに収穫されたものをいいます。

（ウ）株出しとは、収穫後、ほ場に残った株（根茎）からほう芽させ、これを肥培管

理して、その年の12月から翌年４月頃までに再び収穫されたものをいいます。

（２）野 菜

内閣府沖縄総合事務局農林水産部「野菜調査」の結果及び沖縄県農林水産部園芸振

興課資料に基づき、作付面積、収穫量及び出荷量を掲載しました。

（ア）作付面積、収穫量及び出荷量は露地栽培・施設栽培の全てを含めたものです。

（イ 「作付面積」とは、野菜をは種又は植付けし、発芽又は定着した作物の利用面）

積をいいます。なお、施設に作付けされている場合の作付面積は、作物の栽培に

直接必要な作物間の通路などの空間地を含めた利用面積としており、施設間の通

路等の空間地は作付面積には含めないこととされています。

（ウ 「収穫量」とは、栽培して収穫・収納したもののうち、品質・規格が一定基準）

以上のものの量をいいます。なお、収穫せずほ場に放棄したものは、収穫量には

含めないこととされています。

（エ 「出荷量」とは、生食向及び加工向として販売したものをいい、生産者が自家）

消費したものや種子用及び飼料用として販売したものは含めないこととされてい

ます。

（３）パインアップル

内閣府沖縄総合事務局農林水産部「果樹調査」の結果及び沖縄県農林水産部園芸振

興課資料に基づき、栽培面積、収穫面積、10アール当たり収量、収穫量及び出荷量を

掲載しています。

（ア 「収穫面積」とは、４月１日から翌年の３月31日までに収穫が行われた面積で）

す。

（イ 「出荷量」とは、生食向及び加工向として販売した果実の重量をいいます。）
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（４）かんきつ類

内閣府沖縄総合事務局農林水産部「果樹調査」の結果及び沖縄県農林水産部園芸振

興課資料に基づき、結果樹面積、収穫量及び出荷量を掲載しています。

「結果樹面積」とは、当該年産の収穫を意図して結果させた栽培面積です。

（５）その他の果樹

内閣府沖縄総合事務局農林水産部「果樹調査」の結果及び沖縄県農林水産部園芸振

興課資料に基づき、結果樹面積、収穫量及び出荷量を掲載しています。

（６）水 稲

内閣府沖縄総合事務局農林水産部「作物統計調査」の結果に基づき、作付面積、10

アール当たり収量及び収穫量を掲載しています。

（７）葉たばこ

、 、 、 、沖縄県たばこ耕作組合資料に基づき 栽培農家数 収穫面積 10アール当たり収量

収穫量、１kg当たり平均価格、生産額を掲載しています。

（８）茶

内閣府沖縄総合事務局農林水産部「茶調査」の結果に基づき、農家数、栽培面積、

摘採実面積、生葉収穫量、荒茶生産量を掲載しています。

（ア）茶栽培農家とは、茶を栽培して生葉を収穫することを目的として事業を行う世

帯をいいます。

（イ）栽培面積は、８月１日現在の面積です。

（ウ）摘採面積とは、茶栽培面積のうち摘採した実面積をいいます。

（工）年産区分は暦年です。

（９）花 き

内閣府沖縄総合事務局農林水産部「花き調査」の結果及び県農林水産部園芸振興課

資料に基づき、作付面積、１アール当たり出荷量、出荷量を掲載しています。

（ア）この調査の年産区分は、出荷期間が通年(１～12月)のものは暦年によって年産

を区分し、出荷期間が２年にまたがるものは原則として出荷開始の月の属する年

の年産としています。

（イ）鉢ものの収穫面積は、鉢の占有した面積です。

（10）麦、豆類、かんしょ

内閣府沖縄総合事務局農林水産部「普通作物作況調査」の結果によります。

（11）飼料作物

内閣府沖縄総合事務局農林水産部「飼料作物作況調査」及び「作付面積調査」の結

果に基づき、作付面積、10アール当たり収量、収穫量を掲載しています。
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（12）農作物の作付（栽培）延べ面積及び耕地利用率

沖縄総合事務局農林水産部「作付延べ面積調査」によります。

この統計数値は、農業的土地利用の状況を表すものとして 「耕地面積調査」及び、

「作付面積調査」等の結果から作成されています。

13 畜 産

内閣府沖縄総合事務局農林水産部「家畜統計調査 、同「食鳥流通統計調査」に基づ」

き、肉用牛、乳用牛、豚、採卵鶏及びブロイラーの飼養戸数、飼養頭羽数を掲載しまし

た。

畜産統計調査では、肉用牛、乳用牛、豚及び採卵鶏について標本調査が行われていま

す。また、食鳥流通統計調査では、食鳥について全国すべての食鳥処理場を対象に調査

が行われています。

※「成鶏めす」とは、生後６か月齢以上のめす鶏のことです。したがって、産卵をして

も６か月齢未満の鶏は「ひな」として取り扱われています。

14 農業産出額

農林水産省「生産農業所得統計」及び内閣府沖縄総合事務局農林水産部『沖縄農林水

産統計年報』から、直近年の農業産出額と生産農業所得及び、個別農産物の産出額を掲

載しました。

農業産出額は、平成18年までは市町村別推計でしたが、平成19年から都道府県別推計

に変更となりました。そのため、子豚や鶏ひなの県内他市町村への販売については、農

業産出額として計上されなくなりました。

農業産出額の推計方法は、全国の産出額が概ね50億円以上の農産物及び加工農産物に

ついては個別に産出額を計算し、それ以外の農産物及び加工農産物については農業生産

部門ごとに「その他農産物」として一括推計されています。また、生産農業所得は、農

業産出額に所得率を乗じて推計されています。

15 農畜産物生産費

内閣府沖縄総合事務局農林水産部「生産費統計調査」によります。

本調査は 「農業経営統計調査」の一環として実施されています。、

、 、 、 、なお この統計は 本県においては さとうきび生産費以外は調査農家戸数が少なく

調査農家平均値が必ずしも本県の平均的な実態とは言えませんので、利用に当たっては

注意してください。

16 農業協同組合

沖縄県農林水産部『農業協同組合要覧 、農林水産省経営局協同組織課『総合農協統』

計表』に基づき、農協数、総合農協の組合員数及び役員数並びに事業分量等を収録しま

した。なお、本県の総合農協は、平成14年４月に合併し１組合となりました。
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17 流 通

沖縄県農林水産部『沖縄県の園芸・流通』に基づき、野菜、花き及び果樹の県外出荷

実績（出荷量、出荷額）を収録しました。

18 農業機械

沖縄県農林水産部『さとうきび及び甘しゃ糖生産実績』に基づき、さとうきび収穫機

械の稼働状況を収録しました。

19 農業農村整備事業

沖縄県農林水産部『沖縄県の農業農村整備』に基づき、農業農村整備事業の整備率、

事業別実績等を収録しました。

Ⅱ 圏域・市町村別統計表

１ 人 口

総務省「国勢調査」及び、沖縄県企画部統計課「沖縄県の人口」に基づき、男女別人

口、世帯数及び産業別就業者数を掲載しました。

２ 耕 地

農林水産省「農林業センサス」及び同「耕地面積調査」に基づく耕地面積を掲載しま

。 、 『 』 、した また 内閣府沖縄総合事務局農林水産部 農業振興地域整備計画総覧 に基づき

農用地区域設定率、現況地目別面積等を収録しました。

３ 農業経営体

「 」 、 、 、 、農林水産省 農林業センサス に基づき 農業経営体数 経営耕地の状況 借入耕地

貸付耕地面積、農業従事日数階層別の世帯員等数を掲載しました。

４ 個人経営体

農林水産省「農林業センサス」に基づき、 における農業労働力保有状態個人経営体

別農家数、主副業別農家数、専兼業別農家数、年齢別世帯員数、就業状態別世帯員数、

年齢別農業従事者数、年齢別農業就業人口及び年齢別基幹的農業従事者数を掲載しまし

た。

５ 農 家

農林水産省「農林業センサス」に基づき、農家数、経営耕地面積及び耕作放棄地面積

。 、 。を掲載しました また 沖縄県農林水産部資料から認定農業者数の推移を掲載しました

６ 農作物

平成18年産までは、内閣府沖縄総合事務局農林水産部『園芸・工芸農作物市町村別統

－資料・用語の解説－
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計書』から、さとうきび、野菜、パインアップル、かんきつ類、その他果樹、水稲、葉

たばこ、茶、花きの収穫面積及び収穫量等を掲載しました。

なお、平成19年産からは、同統計書が廃止されたため、沖縄県農林水産部及び関係団

体の資料を使用しています。

７ 畜 産

沖縄県農林水産部「家畜家きん等の飼養頭羽数の調査 （各年12月31日現在）の結果」

を掲載しました。

前出の内閣府沖縄総合事務局農林水産部「家畜統計調査」では農業試験場・学校等の

特殊飼養者を除きますが、県の調査ではこれが含まれています。また、調査時点の相違

等から両者の数値が異なりますので利用に当たっては注意してください。

８ 農業産出額

農業産出額は、平成18年までは市町村別推計でしたが、平成19年から都道府県別推計

に変更となりました。そのため、子豚や鶏ひなの県内他市町村への販売については、農

業産出額として計上されなくなりました。

しかし、農業の成長産業化に向けて現場の実態を重視した施策展開が求められている

現状に鑑み、平成26年から都道府県別農業産出額を基に農林業センサス等を用いた新た

な市町村別農業産出額が作成されています。

生産農業所得統計（都道府県別推計）において推計した都道府県別農業産出額（品目

別）を2015年農林業センサス及び作物統計調査を用いて市町村別に案分し、市町村別農

業産出額（推計）が作成されています。具体的な推計方法は次のとおりです。

市町村別作付面積（飼養（出荷）頭羽数）等
都道府県別農業産出額 ×

都道府県別作付面積（飼養（出荷）頭羽数）等

なお、平成18年まで作成されていた市町村別農業産出額とは、自家消費等の扱いや

属地統計と属人統計による違いなど異なっている点がありますので、利用にあたって

はご留意ください。

（農林水産省ホームページ： ）http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/sityoson_sansyutu
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用語の定義

農業経営体

農産物の生産を行うか又は委託を受けて農作業を行い、生産又は作業に係る面積・頭羽

数等が、次の規定のいずれかに該当する事業を行う者をいう。

(1) 経営耕地面積が30ａ以上の規模の農業

(2) 農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数、その他の事業の規

模が次の農林業経営体の基準以上の農業

①露地野菜作付面積 15 ａ ②施設野菜栽培面積 350 ㎡ ③果樹栽培面積 10 ａ

④露地花き栽培面積 10 ａ ⑤施設花き栽培面積 250 ㎡ ⑥搾乳牛飼養頭数 1 頭

⑦肥育牛飼養頭数 1 頭 ⑧豚飼養頭数 15 頭 ⑨採卵鶏飼養羽数 150 羽

⑩ブロイラー年間出荷羽数 1,000 羽

⑪その他 調査期日前１年間における農業生産物の総販売額50万円に相当する事業規模

(3) 農作業の受託の事業

農業経営体の区分

個人経営体

個人（世帯）で事業を行う経営体をいう。なお、法人化して事業を行う経営体は

含まない。

団体経営体

個人経営体以外の経営体をいう。

農 家

経営耕地面積が10アール以上の農業を営む世帯及び経営耕地面積が10アール未満で

あっても、調査期日前１年間における農産物販売金額が15万円以上あった世帯（これ

を「例外規定農家」といいます ）をいいます。。

農業を営むとは、営利又は自家消費のために耕種、養畜、養蚕又は自家生産の農産

物を原料とする加工を行うことをいいます。

、 、※例外規定農家に係る農産物販売金額の下限基準は 1970年センサスでは５万円以上

1975年は７万円以上、1980年及び1985年は10万円以上、1990年以降が15万円以上で

す。

農家の区分

販売農家

経営耕地面積が30アール以上又は調査期日前１年間における農産物販売金額が50

万円以上の農家をいいます。
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自給的農家

経営耕地面積が30アール未満で、かつ、調査期日前１年間における農産物販売金

額が50万円未満の農家をいいます。

専兼業別分類

※「15歳以上の世帯員 「男子15～64歳」とあるのは、平成６年までは「16歳以」、

上の世帯員 「男子16～64歳」となりますので注意してください。」、

専業農家

15歳以上の世帯員の中に、兼業従事者（調査期日前1年間に30日以上雇用兼業に

従事した者又は調査期日前１年間の販売金額が15万円以上ある自営兼業に従事した

者）が１人もいない農家をいいます。

専業農家のうち 「男子生産年齢人口のいる世帯」とは、男子15～64歳の世帯員、

のいる世帯をいいます。

なお、雇用兼業とは、他に雇用されて仕事に従事すること、自営兼業とは、収入

を得るために自ら営んでいる農業以外の仕事に従事することをいいます。

兼業農家

15歳以上の世帯員の中に、兼業従事者が１人以上いる農家をいいます。

第１種兼業農家とは農業を主とする兼業農家、第２種兼業農家とは農業を従とす

る兼業農家をいいます。この場合のいずれが主であるかは、世帯として農業所得と

農外所得のどちらが多いかによります。

主副業別分類

※農業所得と農業労働力の状況を組み合わせて、農業生産の担い手農家をより鮮明

に析出する農家分類として1995年センサスから採用されました。

主業農家

農業所得が主（農家所得の50％以上が農業所得）で、１年間に60日以上自営農業

に従事している65歳未満の世帯員がいる農家をいいます。

準主業農家

農外所得が主（農家所得の50％未満が農業所得）で、１年間に60日以上自営農業

に従事している65歳未満の世帯員がいる農家をいいます。

副業的農家

１年間に60日以上自営農業に従事している65歳未満の世帯員がいない農家（主業

農家及び準主業農家以外の農家）をいいます。

農業経営組織別分類

単一経営農家

農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が総販売金額の８割以上の農家をい
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います。

複合経営農家

農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が総販売金額の８割未満の農家をい

います。

世帯員・農業労働力

※「15歳以上の世帯員」とあるのは、平成６年までは「16歳以上の世帯員」となる

ので注意してください。

農業従事者

満15歳以上の世帯員のうち、調査期日前１年間に自営農業に従事した世帯員をい

います。

自営農業とは、自家農業（自家で経営している農業）に農作業を含めたものをい

い1990年センサスから用いられた概念です。

農業就業人口

農業従事者のうち、調査期日前１年間に「自営農業のみに従事した者」又は「農

業とそれ以外の仕事の両方に従事した者のうち、自営農業が主の者」の人口をいい

ます。

基幹的農業従事者

農業就業人口のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいいま

す。
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世帯員の就業状態区分

仕事への従事状況

仕事に
農業とその他の仕事の両方に従事 その他の

従事しない

区 分 自営農業
農業従事 その他の仕事への 仕事のみに

日数が多い 従事日数が多い 従事
のみに従事

主に自営農業
基幹的農業従事者仕

主に他に勤務
ふ 事

だ が

ん 主 主に農業以外

農業従事者の の自営業

農業就業人口状
主に家事・育児

況

主に学生

その他

農業専従者

農業従事者のうち、調査期日前１年間に自営農業に150日以上従事した者をいい

ます。なお、調査期日前１年間に自営農業従事日数が60日から149日の者を準専従

者といいます。

認定農業者（制度）

認定農業者制度は、農業経営基盤強化促進法に基づいて、市町村が地域の実情に

即して効率的・安定的な農業経営の目標等を内容とする基本構想を策定し、この目

標を目指して農業者が作成した農業経営改善計画（農業経営の規模拡大、生産方式

経営管理の合理化、農業従事の改善等農業経営の改善を図るための計画）を認定す

る制度です。

認定を受けた農業者（認定農業者）に対しては、スーパーＬ・Ｓ資金等の低利融

資制度、農地流動化対策等各種施策の支援措置が用意されています。

－資料・用語の解説－
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経営耕地

経営耕地

農林業経営体が経営している耕地をいい、 自家で所有し耕作している耕地（自

作地）とよそから借りて耕作している耕地（借入耕地）の合計です。

耕作放棄地

以前耕地であったもので、過去１年以上作物を栽培せず、しかも、この数年の間

に再び耕作するはっきりした意思がない土地をいいます。例えば、農地を宅地に転

用する予定があったり、地価の値上がりを待って売る予定で耕作していない場合な

ど、耕作以外の利用を考えて放置している場合はこれにあたります。

借入耕地・貸付耕地

借入耕地とは、経営耕地のうち、自家の所有耕地（自作地）以外を借り入れるな

どして耕作している耕地をいいます。

貸付耕地とは、自家の所有耕地を耕地として貸し付けているもので、経営委託や

請負耕作に出している耕地のすべてを含みます。

農業経営

農業生産関連事業

農業経営関与者が経営する農産加工、農家民宿、農家レストラン、観光農園、市

民農園等の農業に関連する事業であって次の規程のいずれかに該当するものをいい

ます。

①従事者がいること

②該当農家で生産した農産物を使用していること

③該当農家が所有又は借り入れている耕地若しくは農業施設を利用していること

農業経営関与者

経営主夫婦及び年間60日以上該当農家の農業に従事する世帯員である家族をいい

ます。なお、15歳未満の世帯員及び高校・大学等に就学中の世帯員は、年間の自営

農業従事日数が60日以上であっても農業経営関与者とはしません。

－資料・用語の解説－
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